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最近では開発の期待性は乏しくなり，今後も大きな変化はなく、現況を維持しつつ推移していくものと予測する。
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西多摩地域内での山林の土地需要は極めて限定的であり、売買
そのものが少なく、下落傾向が続いている。

戸倉付近一帯も一般的要因の影響を受け、価格は下落傾向。

特になく、山林としては概ね標準的。
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２　鑑定評価額の決定の理由の要旨
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正常価格

(1)価格時点

(2)実地調査日

(3)鑑定評価の条件 当該土地に工作物又は立木等がなく、かつ、使用収益を制約する権利の存しないものとしての鑑定評価

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

2.0

１　基本的事項
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価

倍率種別
令和 3年 6月 21日

令和 3年 7月 2日令和 3年 7月 1日

1,050,000鑑定評価額 円 104,000 円／10a10a当たりの価格

基準地を含む周囲の類似の林地が所在する地域では、林地以外の用途への転換の土地利用が少なく、相当の期間は林地と
して現状が存続することが見込まれ、林業経営実態も少ないので控除法及び収益還元法は適用できない。比準価格は類似
の林地の事例より比準したが取引が極めて少ない中で成約したもので、取引市場においては上限の価格水準であると判断
されるので比準価格を重視し、周辺基準地との均衡等に留意し、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

(6)市場の特性 同一需給圏は、多摩地域全域の都市近郊林地である。需要者は同一需給圏内に地縁を持つ事業者のほか個人が中心。林業
は衰退しておりまた同一需給圏内における新規の宅地開発を見込むことは困難な状況で林地の需要は総じて弱い。中心価
格帯は規模・位置等によりまちまちで見いだせない。

(7)試算価格の調整
　 及び鑑定評価額
　 の決定の理由
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